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孤独死現状レポートとは

・孤独死現状レポートとは

・本レポートにおける孤独死の定義

☞「協会孤独死対策委員会」各社が持ち寄った孤独死支払案件データを統計化し、賃貸住居内における
「孤独死の実像を統計データで示した」初めての資料。孤独死のデータを集積し分析を行い、孤独死の
実態について、業界内外に発信することで、孤独死の問題点やリスクに ついて社会に広く知ってもらうことが
レポート発表の主旨。(2016年の第1回から始まり、今回で7回目）

☞ 「賃貸住宅居室内で死亡した事実が死後判明に至った１人暮らしの人」

・レポートの対象となる期間
①対象：少額短期保険会社の家財保険（孤独死特約付き）に加入している被保険者
②収集したデータ：孤独死対策委員をはじめ、協力会社から提供された孤独死のデータ
③収集の対象期間：2015 年 4 月～2022年 3月までの孤独死のデータ
④データ収集項目：年齢、性別、事故発見日、死因、死亡推定日、都道府県、発見者、

発見に至った事由、居室平米数、遺品・残置物の撤去費用（損害額・支払保険金）
原状回復費用（損害額・支払保険金）、家賃保証（支払保険金）
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単独世帯 夫婦のみ世帯 夫婦と子供から成る世帯 ひとり親と子共から成る世帯 その他の世帯

はじめに 世帯構成にみる 「孤独死リスク」増大の背景

世帯構成の推移 国勢調査データより

左図は、令和２年国勢調査の結果から
世帯構成の推移を抜粋したもの。

①孤独死の対象となり得る「単独世帯」
については、全世帯の4割近くにのぼって
いる。

②孤独死の予備軍ともなりかねない
「単独世帯」「夫婦のみ世帯」が2020年
では全体の6割近くまで増加していることが
わかる。

孤独死は身近に起こり得るリスクといえる。
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総務省統計局 令和２年国勢調査より作成

ひとり親と子どもからなる世帯夫婦と子どもからなる世帯



孤独死者の男女比と年齢

男女別死亡年齢の構成比(n=6,629) 年齢が不明なデータを除く。

項目 男性 女性 合計

人数 5,600 (4,614) 1,127 (929) 6,727 

割合（%) 83.2% (83.1%) 16.8% (16.9%) 100%

死亡時の平均年齢（歳） 62.1 (61.6) 61.2 (60.7) 61.9

65歳未満者の割合 49.2% (51.9%) 49.8% (52.4%) 49.4%

平均寿命 81.64 87.74 84.36

男女別孤独死人数と死亡時の平均年齢(n=6,727)カッコ内の数字は前回の数値

①孤独死者の平均年齢は約６２歳。
男女とも平均寿命より大幅に若い
段階で死を迎えている。

「平均寿命ー孤独死平均年齢」
＝男性19.5歳 女性26.5歳

②高齢者に到達しない年齢で亡くなって
いる人の割合はおよそ半数にのぼって
いる。

下表の網掛け部分は、現役世代（20~60歳）の

孤独死者の割合を示している。

③孤独死全体の40%が現役世代の
方の死であり、孤独死は決して高齢
者特有の問題ではなく、全世代に
わたる大きな問題である。
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20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳
現役世代
小計

60～69歳 70～79歳 80歳～ 合計

男性 243 377 562 985 2,167 1,706 1,158 491 5,522

割合 4.4% 6.8% 10.2% 17.8% 39.2% 30.9% 21.0% 8.9% 100%

女性 88 99 126 167 480 221 245 161 1,107

割合 7.9% 8.9% 11.4% 15.1% 43.3% 20.0% 22.1% 14.5% 100%

合計 5.0% 7.2% 10.4% 17.4% 40.0% 29.1% 21.2% 9.7% 100%



孤独死者の死亡原因①

死因別人数（n=6,727)

死因 病死 自殺 事故死 不明 合計

人数 4,496 702 82 1,447 6,727

割合 66.8% 9.8% 1.2% 22.1% 100%

①死因の割合で明確になっている
事例のうち、一番高いのは病死で、
次に自殺となっている。
「不明」に関しては、ほとんどの場合、病気に起因した

死亡に該当すると考えられるが、データ上読み取れない
ため、不明のまま計上としている。

②自殺割合を男女別にみると、女性の
方が自殺率が高い。この傾向は、
第１回レポート以降変わらない傾向
である。

全国民の全死因のうち、自殺の占める
割合が1.4％(※）となっており、孤独死
に占める自殺の割合は突出して高いこ
とが分かる。

※令和３年中における自殺の状況
厚生労働省自殺対策推進室／警察庁生活安全局
生活安全企画課 より
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孤独死者の死亡原因②【自殺問題の年代分析】
【孤独死現状レポート】
孤独死者の年齢階級別自殺者の割合（n=702）

～20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代～

孤独死全体 26.3% 24.7% 20.4% 15.0% 9.0% 3.4% 1.2%

男性 22.8% 25.4% 21.4% 16.1% 9.3% 4.0% 1.0%

女性 38.3% 22.1% 16.8% 11.4% 8.1% 1.3% 2.0%

①女性の問題
女性の場合、孤独死の自殺者のうち、
20代がおよそ4割と突出して高い。
（若い女性の自殺の問題）

②賃貸住宅入居者と、全国統計の
自殺傾向に大きな差

本レポートは、賃貸住宅入居者についての分析であり、
持家居住者等は含んでいない。
孤独死レポートにおいては、第1回目のレポート公表時
から20代女性の自殺率の高さを問題視し、専門家に

よる原因解明を望んでいる。
ex）就学・転職等で感じる親元を離れたことによる

不安感等の影響か。

③本レポートの自殺者は、50代以降は
全国の自殺率を下回る。賃貸住宅の
入居者の場合は、特に若い世代の
自殺誘因要素が強いのか。
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上記グラフの「全国の自殺者」は 「令和３年中における自殺の状況」厚生労働省自殺対策推進室／警察庁生活安全局生活安全課より作成 6

【厚労省・警察庁「令和３年中における自殺の状況」】
全国の自殺者の割合



発見までの日数

3日以内 4～14日 15～29日 30～89日 90日以上 平均日数

全体 41.2% 27.9% 14.0% 14.1% 2.8% 18日

男性 39.7% 28.3% 14.6% 14.7% 2.8% 18日

女性 48.1% 25.7% 11.4% 11.6% 3.1% 16日

発見までの日数(n=4,899)

男女別発見期間の割合
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男女別発見期間の割合 全体 男性 女性

①孤独死発生から発見までの単純
平均日数は1８日。

②しかし、実際は４割が３日以内に
発見されている。女性の場合約半数が
３日以内の発見につながっている一方、
男性は女性より8.4ポイントも少ない
状況。
15日以上経過して発見される割合
も3割を超える。
この場合、遺体の腐乱等がはじまりより悲惨な状況となる。
⇒より早期の発見に努めていく必要がある。
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発見者

第１発見者の構成（n=4,906 ）※発見者不明分を除く

①孤独死の発見者の特徴として、親族
や友人、いわゆる「近親者」が発見者
となるケースは、全体の約４割にすぎ
ない。
一方、職業上の関係者による発見は、
およそ5割にのぼり、親族等家族の絆
の強さが失われつつあるように見える。

②男女で比較してみると、女性は
近親者が発見に至るケースが男性より
10ポイント程度多い。
知り合いとの連絡や近所付き合い等、男性より、社会との

関わりが高いことの関係性が推測される。

性別による第１発見者の構成割合
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近親者 職業上の関係者 他人

男性 女性

37.7%

47.9% 51.1%

42.3%

11.2%
9.7%

上表の「管理」：不動産管理会社、仲介会社、オーナー・大家等 「福祉」：行政サービス、民間見守りサービス、宅配業者等 を含みます。

発見者 親族 友人 管理 福祉 警察 他人 合計

人数 1,251 681 1,281 721 431 541 4,906

割合 25.5% 13.9% 26.1% 14.7% 8.8% 11.0% 100%

属性 近親者（39.4%) 職業上の関係者（49.6%)
他人

(11.0%)
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＜参考＞孤独を感じている人の割合

左表は、性別・年代別で「孤独を感じて
いる人」の割合の調査。

男女比においては、４ポイント程度
男性の方が孤独を感じている割合が
多くなっている。

年齢別にみると、若い世代ほど孤独感を
感じている比率が高い傾向がある。

孤独を感じている人の割合（男女）
（％）

男性 39.5%

女性 35.1%

孤独を感じている人の割合（年齢内訳）

（％）

20代 42.7%

30代 41.6%

40代 40.5%

50代 38.4%

60歳以上 23.7%

上表はいずれも 特定非営利法人あなたのいばしょ／国立研究開発法人 科学技術振興機構(JST)
「コロナ下での人々の孤独に関する調査を実施（報道発表資料）」（2020年4月~2021年2月調査）より
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孤独死発生に伴う損害額と支払保険金額（「孤独死保険」の支払い実績）

残置物処理費用

平均損害額 平均支払保険金

¥235,839 ¥235,487

原状回復費用

最大損害額 最小損害額 最大支払保険金 最小支払保険金

¥1,781,595 ¥1,080 ¥990,000 ¥1,080

平均損害額 平均支払保険金

¥381,111 ¥334,411

最大損害額 最小損害額 最大支払保険金 最小支払保険金

¥4,546,840 ¥5,200 ¥3,000,000 ¥5,200

家賃保証

平均損害額

¥307,876

左表は孤独死が発生した際に生じる
居室への損害と、それに対し支払ってい
る保険金のデータ。

孤独死が発生すると、入居者の持ち物
（残置物）の処理、汚損等の原状
回復、入居者の死亡によって次の
入居者が決まらない場合の空室による
損害等が生じる。

これらの損害を平均ベースで足し合わせ
ると、92万４千円。

賃貸住宅で孤独死が発生するとその
原状復旧費用のために、多大なコストと
時間がかかる。これが家主の「高齢者
貸し渋り」意識につながっている。

少額短期保険業界では2010年、家主のリスク対策として、孤独死で生じた損害に係る費用を保険金支払い対象とする
「孤独死保険」を開発して販売している会社が出て、大きな貢献につながっている。

※異常値は除く。

※異常値は除く。
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1.

結語 孤独死の実態を踏まえた有効な孤独死対策の実施を望む

単身世帯・夫婦のみ世帯の増加は、今後も大きな基調変化はないものとみられる。それは「孤独死の発生リスクが
増加し続ける社会」に生きていくことを意味する。
それだけに「常に孤独死は我々の身近で起こり得る」という認識のもとで、備えをしておくことが重要である。

2. 本レポートは「民間アパート・マンション入居者」という限定付き統計分析であるが、特徴的な点としては
①孤独死は全世代の問題として捉えるべき問題であること。
②現役世代（20~59歳）の孤独死が全体の約４割を占めていること。
③若年層の自殺、とりわけ女性の自殺率の高さは極めて大きな問題（親元を離れ賃貸住宅に入居した単身
女性の不安感か？）
④孤独死の第１発見者は家族・友人ではなく職業上の関係者（管理人や警察等）が多く、家族の絆の
崩壊が進んでいること。

本レポートが提起する問題の原因分析を是非、有識者・専門家によって解明いただき、一日も
早く有効な対策が講じられるのを願う次第である。（また、孤独死の現状を正確に社会に周知
するマスコミの役割も大きい）
・近年、政府内に孤独・孤立対策担当相や対策担当室が設置され、若者の自殺予防策が
講じられていることは評価できる。
・今後は、左図の「家族との音信・交流が途絶えがちだが、心配している家族は存在している
段階」の大多数の孤独死予備軍に対する未然防止策の実施が求められている。（次頁参照）



12

（試案）日本少額短期保険協会が提案する孤独死未然対策
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（試案）日本少額短期保険協会が提案する孤独死未然対策



コロナ禍期間における孤独死の実状

＜参考＞
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・データの抽出条件
全ての孤独死データのうち、死亡推定日が2020年１月~死亡推定日が2022年３月（いわゆるコロナ禍
の期間）の間で発生した孤独死のデータから分析。

コロナ禍における孤独死

・分析項目
男女比、発見までの日数、死因、第１発見者の構成について分析し、コロナ禍における孤独死の状況について
分析を行った。
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男女比と年齢・発見までの日数

項目 男性 女性 合計

人数 1,276 262 1,538 

割合（%) 83.0%（83.2%) 17.0%(16.8%) 100%

死亡時の平均年齢（歳） 62.9(62.1) 62.0(61.2) 62.7

65歳未満者の割合 46.7%(49.2%) 45.4%(49.8%) ―

男女別孤独死人数と死亡時の平均年齢(n=1,538)
カッコ内は本レポートの累積データ

発見までの日数カッコ内は本レポートの累積データ

3日以内 4～14日 15～29日 30～89日 90日以上 平均日数

全体
44.0%

（41.2%)
26.3%

(27.9%)
13.9%

(14.0%)
13.5%

(14.1%)
2.2%

(2.8%)
15日

（18日）

男性
42.9%

(39.7%)
26.8%

(28.3%)
14.8%

(14.6%)
13.4%

(14.7%)
2.1%

(2.8%)

15日
（18日）

女性
49.4%

(48.1%)
23.9%

(25.7%)
9.7%

(11.4%)
13.9%

(11.6%)
3.1%

(3.1%)
15日

（16日）

①コロナ禍期間中の孤独死者数の
男女比については、累積データと比較
しても大きな変化は見受けられない。
ただし、孤独死者の平均年齢が高く
なっていることから、コロナ禍では、相対
的に高齢者の死亡が多いといえる。

②発見までの日数については、
わずかではあるものの、３日以内の
早期発見の割合が増えている。また、
発見までの平均日数でみると全体で
３日ほど短縮されている。

＜発見までの日数が短縮傾向にある理由はなぜか＞
コロナを発症すると保健所への報告が必要であるが、高齢者
の自宅療養者については保健所等のフォローが（電話や見
回り等）が手厚い状況であり、早い発見につながっているの
かもしれない。
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死因と死因の男女別割合

死因別人数（n=1,538)カッコ内は本レポートの累積データ

死因 病死 自殺 事故死 不明 合計

人数 1,174 142 8 214 1,538

割合
76.3 %

(66.8%)
9.2%

(9.8%)
0.5%

(1.2%)
13.9%

(22.1%)
100%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

病死 自殺 不明

男女別死因の構成割合

事故死を除く。カッコ内は累積データの数値

男性 女性

12.1%
(12.6%)

12.1%
(23.3%)

12.4%
(21.7%)

78.6%
75.9%

(63.8%)

8.9%
(9.9%)

①コロナ期間の死因の分析については、
病死の割合が累積データと比較し、
10%ほど高くなっている。
高齢者は重症化しやすく、コロナ関連
死亡が多くなっている可能性あり。

②コロナ禍においても自殺率および
男女差に変化は見られない。（67.8%)
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発見者

コロナ期間の第１発見者の構成は
累積データと比較すると「親族による
発見」が約10％上昇しており、累積
データと比較すると有意な差異が生じ
ている。

この差異が生じた理由については、あくまで憶測であるが、
コロナ禍を背景として、親族の健康を気遣う機会が生じた
ことに起因し、結果として連絡頻度が増加した等により、
親族の発見につながったと考えられるかもしれない。

発見者 親族 友人 管理 福祉 警察 他人 合計

人数 437 188 251 236 49 79 1,240

割合
35.2%

（25.5%)
15.2%

(13.9%)
20.2%

(26.1%)
19.0%

(14.7%)
4.0%

(8.8%)
6.4%

(11.0)
100%

属性
近親者 50.4%

(39.4%)
職業上の関係者 39.2%

(49.6%)
他人6.4%
(11.0%)

第１発見者の構成（n=1,240）※発見者不明分を除く

カッコ内は本レポートの累積データ

性別による第１発見者の構成割合

33.2%

15.7%

22.8%
20.4%

4.6% 3.3%

43.8%

12.9% 9.6%
13.3%

1.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

親族 友人 管理会社 福祉 警察 他人

性別による第１発見者の構成割合

男性 女性

19.1%
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データ提供会社 （第７回レポート分のデータ提供会社）

アイアル少額短期保険株式会社

アクア少額短期保険株式会社

あすか少額短期保険株式会社

株式会社あそしあ少額短期保険

ｅーNet少額短期保険株式会社

エイ･ワン少額短期保険株式会社

SBI日本少額短期保険株式会社

株式会社ＦＩＳ

ジック少額短期保険株式会社

セキスイハイム不動産少額短期保険株式会社

全管協少額短期保険株式会社

東京海上ウエスト少額短期保険株式会社

東京海上ミレア少額短期保険株式会社

少額短期保険ハウスガード株式会社

レキオス少額短期保険株式会社


